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資料１

新型インフルエンザ対策

厚生労働省
健康局結核感染症課

平成２０年９月１２ 日

感染症情報管理室長 難波 吉雄
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感染症情報管理室長 難波 吉雄



新型インフルエンザの出現時期

1850
1847

年間
新型インフルエンザの出現周期

10年から40年の周期で出現し、
世界的に大きな流行を繰り返している

1889

４２年間

流行年 通称 死亡者数

1918－1919年
（ウイルス型Ｈ１Ｎ１） スペインインフルエンザ 4，000万人

1900
1889

1918
（スペイン）

２９年間

1957－1958年
（ウイルス型Ｈ２Ｎ２） アジアインフルエンザ 200万人以上

1968 1969年1950 1957

３９年間

1968－1969年
（ウイルス型Ｈ３Ｎ２） 香港インフルエンザ １００万人以上

1950 1957
1968
（アジア）

（香港）

１１年間

４０年以上、大流行が起こってい４０年以上、大流行が起こってい
2000

2008 =

2

、 流 起
ない

、 流 起
ない



新型インフルエンザとは新型インフルエンザとは

○ 鳥インフルエンザウイルス由来のウイルスが、

－ ヒトの世界に侵入、

－ ヒトヒト –– ヒト間の伝播力を獲得ヒト間の伝播力を獲得

○ 人類は新しい型のウイルスに免疫を持たないので、

－ 全世界を巻き込む大流行大流行となる。

－ 個人的にも免疫（抵抗力）が無いので重症化重症化する可能性
ありあり

大きな健康被害大きな健康被害（患者、重症患者、死亡者）が発生

２次的に社会活動・社会機能の停滞、低下社会活動・社会機能の停滞、低下

□ 新型インフルエンザ対策行動計画における流行規模の想定

● 医療機関を受診する患者数：最大２，５００万人

● 入院患者数：５３～２００万人

3

● 入院患者数：５３～２００万人

● 死亡者数：１７～６４万人
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2008年6月19日現在
（2008.6.20更新資料）

鳥インフルエンザ（H5N1）発生国及び人での発症事例（2003年11月以降）

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ

（WHO・各国政府の正式な公表に基づく）
更

厚生労働省健康局結核感染症課
トルコ

人の発症者12人
（うち死亡者4人）

イラク
人の発症者3人
（うち死亡者2人）

ｱｾ ﾙﾊ ｲｼ ｬﾝ
人の発症者8人
（うち死亡者5人）

ｽｳ ﾃﾞﾝ
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ﾃﾞﾝﾏｰ
ｸ

英国 日本
2004.1~2：山口、大分、京都(家きん)
2007.1~2：宮崎、岡山(家きん)

中国
人の発症者30人

モンゴル

中国 韓国 日本
イラン

イラク

トルコ

カザフスタ
ン

ウクライナ

ﾙｰﾏﾆｱｸﾛｱﾁｱｲﾀﾘｱｽﾛﾍﾞﾆ
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フランス
スイス

ｱﾙﾊﾞﾆｱ ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝｲｽﾗｴﾙ

ﾁｪｺ

ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ

ﾎﾞｽﾆｱ･
ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ

スペイン

宮崎、岡 (家 )
2008.4~5：青森、秋田、北海道(野鳥)

クウ

ﾊﾝｶﾞ
ﾘｰ

人の発症者30人
（うち死亡者20

人）

タイ ベトナム

カンボジア

イラク

ﾅｲｼﾞ ﾘ

香港

マカオ

エジプ
ト インド

ﾆｼﾞｪｰﾙ

ミャン
マー

ｱﾌｶ ﾆｽﾀﾝｲｽﾗｴﾙ

ヨルダ
ン

エジプト
人の発症者50人
（うち死亡者22人）

パキスタン

スーダン ジブチ

ラオ
ス

ラオス
人の発症者2人
（うち死亡者2人）

クウェー
ト

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞ
ｼｭサウジアラビ

ア

パキスタン
人 発症者 人

ドネ

ベトナム
人の発症者106人
（うち死亡者52人）

マレーシア

インドネシア

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ

ｶﾒﾙｰﾝﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ

ジブチ
人の発症者1人
（うち死亡者0人）

ナイジェリア
人の発症者1人

ガーナ
トーゴ

ベナン

人の発症者3人
（うち死亡者1人）

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ
人の発症者1人
（うち死亡者0人）

タイ
人の発症者25人
（うち死亡者17人）

カンボジア
人の発症者7人
（うち死亡者7人）

インドネシア
人の発症者135人
（うち死亡者110人）

（うち死亡者0人）

：家きん等におけるH5N1の発生国

：発生国のうち人での発症が認められた国

（うち死亡者1人）

注１） 上図の他 人への感染事例として

ミャンマー
人の発症者1人
（うち死亡者0人）

（うち死亡者0人）
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注2） 上図のうち、モンゴル、イタリア、ブルガリア、スロ

ベニア、ギリシャ、オーストリア、スロバキア、スイス、ス
ウェーデン、ボスニアヘルツェゴビナ、スペインは野鳥か
らの検出。

参考：WHOの確認している発症者
数は計385人(うち死亡243人)。

出典：WHO・OIEホームページ

注１） 上図の他、人への感染事例として、
1997年香港（H5N1 18名感染、6人死亡）
1999年香港（H9N2 2名感染、死亡なし）
2003年香港（ H5N1 2名感染、1人死亡）
2003年オランダ（ H7N7 89名感染、1人死亡）
2004年カナダ（ H7N3 2名感染、死亡なし）
2007年英国（H7N2 4名感染、死亡なし）等 がある。 4



新型インフルエンザ対策の目的

１．感染拡大を可能な限り阻止し、１．感染拡大を可能な限り阻止し、

健康被害を最小限にとどめる。健康被害を最小限にとどめる。

２．社会・経済を破綻にいたらせない。２．社会・経済を破綻にいたらせない。
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新型インフルエンザ対策の２つの柱

○医学的介入 ○非医学的介入
・社会的接触の軽減

・抗インフルエンザ薬
・ワクチン
・良質な医療の提供

－集会・興行施設等の自粛等
－学校の休業
－行動制限
（発症者の自宅待機（医療体制整備） （発症者の自宅待機、
不要不急の外出自粛）

1. 大流行のピーク時期を遅らせ、平坦化させる。

2. ピーク時における医療サービスへの負荷・被害
を減らす。

3 感染者 発症者 受診者 入院者 死亡者の同3. 感染者、発症者、受診者、入院者、死亡者の同
時多発を減らす。

社会機能への影響を減らす。

4.    時間稼ぎ（ワクチン供給等の対策の実施のため）。
患
者介入なし者
数介入なし

介入した場合

6第1例発生からの日数



新型インフルエンザ対策の体系
フェーズ３ （現段階） フェーズ４ フェーズ５ フェーズ６

発生状況 トリ・ヒト感染 ヒト・ヒト感染が発生
※ヒト・ヒト感染（血縁関係がある ※血縁関係がない場合
場合）を含む。

ヒト・ヒト感染
の大規模集団
発生

世界的大
流行（パン
デミック）

政府の体制 関係省庁対策会
議（局長級）、行動
計画等の策定

関係閣僚会議
（必要に応じ）

新型インフルエンザ対策本部（総理・全閣僚）

感染防止 ○ 検疫体制整備 ○ 外国で発生の疑感染防止

※感染拡
大をでき
る限り遅

○ 検疫体制整備
○ 停留場所の確
保等

○ 防護服、マスク
等の整備

○ 外国で発生の疑
い（危険情報発出、
検疫強化等）

○ 国内で発生の疑
い（入院措置）

○ 社会的接触の軽減
・集会・興行施設等の自粛等
・学校の休業

○ 水際対策（検疫集約化、入院措置・停留、入国制限等）
※ 感染状況に応じて縮小

る限り遅
らせる。

等の整備 い（入院措置）

医療体制
の整備

○ 地域の医療体制の整備
○ 抗インフルエンザウイルス薬（タミフル

○ 発熱外来の設置
○入院措置、タミフル等の投与

・行動制限 （発症者の自宅待機、不要不急の外出自粛） 等

○入院・在宅医療
の整備

等）の備蓄

予防
（ワクチン）

○ ワクチンの研究開発
○ プレパンデミックワクチンの備蓄

（トリーヒト感染のウイルスから製造）

○ プレパンデミックワクチン接種
○ パンデミックワクチン製造・接種

（ヒト－ヒト感染のウイルスから製造）（トリーヒト感染のウイルスから製造）
○ プレパンデミックワクチン等の接種の対
象者・優先順位の検討

（ヒト－ヒト感染のウイルスから製造）

啓発、 ○ 公共サービス等の事業継続計画策定推進 ○ 不要不急の社会活動等の自粛要請
広

7

訓練等 ○ 広報
○ 訓練（３回実施）

（注）ＷＨＯがフェーズ４を宣言する前に、関係閣僚会議を開催し、本格的な初動対応を行うことがありうる。



新型インフルエンザ対策

○新型インフルエンザ対策行動計画新型インフルエンザ対策行動計画を策定し、さらにその具体的な対策を行うための、

新型インフルエンザに関するガイドラインガイドラインを平成１９年３月に定めた新型インフルエンザに関するガイドラインガイドラインを平成１９年３月に定めた。

○平成１９年１０月、新型インフルエンザ発生時に、必要に応じ、内閣総理大臣を本部長と内閣総理大臣を本部長と

する対策本部する対策本部を設置することを閣議決定

○重症化防止のため、抗インフルエンザウイルス薬抗インフルエンザウイルス薬を平成１９年度中に、国・都道府県・

流通備蓄分で２ ８００万人分確保

する対策本部する対策本部を設置することを閣議決定。

流通備蓄分で２，８００万人分確保。

○新型インフルエンザに対するワクチンワクチンについて、平成１８年度末に製造した原液１０００万

人分（ベトナム株・インドネシア株）を備蓄するとともに、平成１９年度にウイルスの変異に人分（ トナム株 インドネシア株）を備蓄するとともに、平成１９年度にウイルスの変異に

対応した新たな原液約１０００万人分（中国安徽株）を備蓄。

○新型インフルエンザについて、入院勧告等の措置とともに、停留等の水際対策を行う

ための法的な整備法的な整備を実施。（５月２日公布）

○関係省庁及び自治体参加の下、新型インフルエンザの発生に備えた訓練訓練を３回実施。

（平成１８年９月、平成１９年２月、１１月）

8



新型インフルエンザ対策におけるプレパンデミックワクチンの方針（案）

承認済みの北里研究所、阪大微研の「沈降新型インフルエンザワク
チン（H5N1株）」原液から、合計70万人分弱を製剤化（厚労科研）

平成１９年度

平成２０年度 製剤化されたワクチンを用いて、感染症指定等医療機関職員、検疫
所職員等水際対策に従事する者６４００人を対象に、新型インフルエ
ンザプレパンデミックワクチンの有効性・安全性を確認する研究を実
施（厚労科研）

臨床研究結果の有効性・安全性について臨床研究結果の有効性・安全性について
良好な評価が得られれば良好な評価が得られれば良好な評価が得られれば良好な評価が得られれば

平成２１年度

医療従事者・社会機能を維持する者等への事前接種の検討

高い水準での安全性が高い水準での安全性が
確認された場合確認された場合

9

上記以外の者への事前接種のあり方の検討



大流行時の自治体・事業所・一般家庭における対策

○ 広範囲な被害 → 社会活動全体の停滞

■ 新型インフルエンザの被害の特徴

○ 広範囲な被害 社会活動全体の停滞
○ 被害が長期化 → １年以上にわたる対応が必要
○ 多数の従業員が同時に欠勤する等、人的影響が甚大

事前の啓発、準備が重要事前の啓発、準備が重要

事業所自治体 一般家庭

発生前 発生前発生前発 前
○情報収集・提供
○独居高齢者等の把握
○食料等の供給体制整備

発生後

発生前
○対策についての啓発
○食料等の備蓄

発生後

発 前
○各企業の業務運営体制の検討
○社会機能維持に関わる事業所
における業務継続計画の策定

発生後発生後
○情報収集・提供
○食料等の確保
○休校、集会自粛要請
○相談窓口の設置 等

発生後
○感染拡大防止への協力
○不要不急の外出自粛

発生後
○不要不急の事業活動の休止・
在宅勤務等

○社会機能維持に関わる事業所
における業務継続

10

○相談窓口の設置 等 における業務継続



事業継続計画における留意点事業継続計画における留意点

表 事業継続計画における地震災害と新型インフルエンザの相違表 事業継続計画における地震災害と新型インフルエンザの相違

項目 地震災害 新型インフルエンザ

事業継続
方針

○できる限り事業の継続・早
期復旧を図る

○感染リスク、社会的責任、経営面を勘案
し 事業継続のレベルを決める方針 期復旧を図る し、事業継続のレベルを決める

被害の対象
○主として、施設・設備等、
社会インフラへの被害が大き
い

○主として、ヒトに対する被害が大きい

災害発生と
被害制御

○兆候がなく突発する*
○被害量は事後の制御不可能

○海外で発生した場合、国内発生までの間、
準備が可能
○被害量は感染予防策により制御可能

○被害が地域的 局所的（代 ○被害が全世界的 ある（代替施設 操
地理的な影

響範囲

○被害が地域的・局所的（代
替施設での操業や取引事業者
間の補完が可能）

○被害が全世界的である（代替施設での操
業や取引事業者間の補完が困難）

○過去事例等からある程度の ○長期化すると考えられるが、不確定性が
被害の期間

○過去事例等からある程度の
影響想定が可能

○長期化すると考えられるが、不確定性が
高く影響予測が困難

事業への
影響

○事業を復旧すれば業績回復
が期待できる

○集客施設等では利用者減少による業績悪
化が懸念される
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感染予防策を取り入れた人員計画の例感染予防策を取り入れた人員計画の例

狙 分 対策例狙い 区分 対策例

従業員が感染する
機会を減らす

全般 在宅勤務、職場内等での宿直
（在宅勤務のための、通信機器の整備等）

通勤（都市部での 時差出勤 自家用車 徒歩 自転車等による出勤通勤（都市部での
満員電車・バス）

時差出勤、自家用車、徒歩・自転車等による出勤

外出先等 出張や会議の中止

職場での感染拡大 感染者を職場に入 出勤時の体温測定や問診 利用者の体温モニター職場での感染拡大
を防ぐ

感染者を職場に入
れない

出勤時の体温測定や問診、利用者の体温モニター

接触距離を保つ 職場や食堂等の配置替え（距離を保つ）、食堂等の時差利
用、出勤者を減らす（フレックスタイム制など）

飛沫感染、接触感
染を防ぐ

マスクの着用、手洗いの励行、職場の清掃・消毒、職場の
換気

職場で流行した場
合に備え 代替要

－ 複数班による交替勤務制（スプリットチーム制）、経営
ト プも交替勤務とする合に備え、代替要

員を確保
トップも交替勤務とする
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新型インフルエンザ時に求められる新型インフルエンザ時に求められる
事業者の役割

１．感染を拡大しない
症状のある従業員等の出勤停止症状のある従業員等の出勤停止
社内における感染予防策の徹底
不要不急の業務の休止 自粛不要不急の業務の休止、自粛

→感染源（加害者）とならない

２．社会的責任を果たす
社会機能の維持に関わる事業の継続社会機能の維持に関わる事業の継続

ライフライン維持（電力、水道、ガス、金融など）
ライフライン維持の活動をサポートする事業

13
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資料２

消防庁における消防庁における

新型インフルエンザ対策

平成20年9月

消防庁救急企画室
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消防庁における新型インフルエンザ対策

○ 消防機関における新型インフルエンザ対策
総合訓練総合訓練

○ 新型インフルエンザ発生時の消防機関に
おける業務継続計画ガイドラインについておける業務継続計画ガイドラインについて
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消防機関における新型インフルエンザ対策総合訓練（１）

１．訓練概要

我が国において新型インフルエンザが発生したとの想定のもと、消防機関を中心とした対応体制の的確な確
立を目指し、平成２０年５月２１日（水）に訓練を実施。

２．訓練参加機関２．訓練参加機関

総務省消防庁、厚生労働省（協力）、国立感染症研究所（協力）、

神奈川県、川崎市（消防局・総務局・健康福祉局・病院局・川崎区役所）

実働訓練概要３．実働訓練概要

（１）国外では新型インフルエンザが発生しているが国内未発生の段階（フェーズ４Ａ）

既に新型インフルエンザが発生しているＸ国から帰国した川崎市内在住の市民（Ａ氏）から救急要請があ
り 消防指令センターが聴取したところ症状が新型インフルエンザに酷似していると判断 国内で初の発生り、消防指令センタ が聴取したところ症状が新型インフルエンザに酷似していると判断、国内で初の発生
疑いとして対応。感染防御対策を講じた上で救急隊を出動させ、川崎市立川崎病院へ搬送した。検体を国
立感染症研究所で検査したところ、新型インフルエンザと判明。

（２）新型インフルエンザの感染が国内においても拡大している段階（フェーズ４Ｂ以降）

救急要請が同時に２件あり、消防指令センターが聴取したところ、Ｂ氏はＡ氏と同じ職場であり、また、Ｃ
氏はＡ氏と通勤経路が同一であることが判明したため、感染防御対策を講じた上で救急隊を出動させた。

４．実施結果等

・ 国から県、県から市及び関係機関への連絡体制については概ね適切に実施でき、その対応手順につい
て確認できた。ただし円滑な病院選定については、保健部局と予め調整しておく等、検討の余地があった。

・ １１９番受信時に、新型インフルエンザの可能性を判断することは困難であり、さらに勤務先や通勤経路
等を把握することは 一層困難である １１９番受信時の応対について 留意点等を整理する必要がある等を把握することは、 層困難である。１１９番受信時の応対について、留意点等を整理する必要がある。

・ 救急隊員は、迅速に消毒を行うため、携帯式の速乾性手指消毒剤を所持することが望ましい。また、救急
車について、医療施設に到着後、除染活動のため、ドアを閉めずに車内換気を図ることが望ましい。
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平成２０年度消防機関における新型インフルエンザ対策総合訓練（２）

新型インフルエンザ対策総合訓練連絡系統図（シナリオ②：フェーズ４Ｂ以降）

（国）厚生労働省結核感染症課
（協力）

新型インフルエンザ対策総合訓練連絡系統図（シナリオ②：フェ ズ４Ｂ以降）

消防庁 新型インフルエンザ
緊急対策本部

川崎市長

安全防災局危機管理対策課
（神奈川県）

保健福祉部（想定のみ）

川崎市長

消防局長

健康福祉局
保健医療部

（消防局） 副市長

総務局

対応状
況報告

八都県市

保健医療部
疾病対策課

救急課

危機管理室

連絡
消防署

川崎市
新型インフルエンザ対策本部（災害対策事務局室）事務局

（訓練窓口）

搬送連絡

消防署
（非常用救急自動車対応）

（訓練窓口）

健康福祉局疾病対策課
総務局危機管理室

受入れ受諾通知
到着時間連絡要請

救急出場指令
（事前連絡）

搬送受入れ
先の連絡

患者受入

指令センター

実働・図上訓練（連絡ルート）

患者搬送
確認要請

救急
出場

患者受入
れ受諾

到着時間
連絡要請

川崎市立川崎病院
（訓練窓口）

（現場）
患者

訓練では実施せず（連絡ルート）
救急要請

実働訓練範囲搬送・到着時間連絡

（訓練窓口）
（交換から9F西病棟へ）
発熱外来確認
救急車到着
発熱外来に搬送
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新型インフルエンザ発生時の消防機関における業務継続計画ガイドライン

消防機関における新型インフルエンザ対策検討会の設置消防機関における新型インフルエンザ対策検討会の設置

１．背景
新型インフルエンザの発生に備え、消防機関において業務継続計画を策定することが喫緊の

課題であることにかんがみ、新型インフルエンザ発生時の消防機関における業務継続計画ガイ
ドラインの策定を主な目的として新たに検討会を発足。

２．検討内容

① 新型インフルエンザ発生時における消防・救急機能を維持するための業務継続計画ガイ
ドラインの検討

② 新型 ザ発生時 お る救急搬送体制 あ 方 検討② 新型インフルエンザ発生時における救急搬送体制のあり方の検討

③ 新型インフルエンザ発生時の消防機関の対応に係る今後の検討課題の抽出

３．開催状況

６月３０日（月） 第１回検討会

７月３１日（木） 第２回検討会

４．構成員

座長：大友 康裕（東京医科歯科大学大学院教授）

国立感染症研究所、厚生労働省結核感染症課、消防機関、医療機関、行政機関の関係者

研究者（行政関係、防災関係）
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消防機関における新型インフルエンザ対策中間とりまとめ（１）

業務継続の方針業務継続の方針

○ 職員の感染防止対策の徹底
・ フェーズ４Ａで感染防止対策を開始。
・ 新型インフルエンザ流行中、勤務可能な職員の確保に努める。
・ 例：職員の体温管理、通勤手段の変更、職場での配置見直し等。
・ 職員への感染防止教育

○ 新型インフルエンザ流行時における救急業務体制の強化
・ フェーズ４Ｂ以降、救急業務体制の強化を図る。

・ 例：非常用救急自動車を含めて救急隊を増員、救急隊員の発症に備えて代替要員を確
保する等。

○ 新型インフルエンザ流行時における消火・救助業務体制の維持
・ フェーズ４Ｂ以降 消火・救助業務体制の維持を図るフェ ズ４Ｂ以降、消火 救助業務体制の維持を図る。

○ 新型インフルエンザの流行状況に応じた業務体制の縮小・停止
・ フェーズ４Ｂ～６Ｂで段階的に縮小・停止する業務を予め特定しておく。

縮 停 務 普 事 務 等・ 縮小・停止する業務に普段従事している職員は他業務の強化（代替）要員等とする。

○ 消防機関内での新型インフルエンザ流行を念頭に置いた業務・人員体制の立案
・ 救急業務及び消火・救助業務を継続できるよう代替要員等を用意しておく救急業務及び消火 救助業務を継続できるよう代替要員等を用意しておく。
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消防機関における新型インフルエンザ対策中間とりまとめ（２）

消防機関における感染防止対策〔計画〕

救急業務体制〔計画〕

業
務
体
制

通常
状態

救急業務体制〔計画〕

▲

消火・救助業務体制〔計画〕

消防機関における
その他業務体制

〔計画〕

日本における発症者数
〔推定（一つのケース）〕

第１波
第２波

発
症
者
数
な
ど

４B ５B ６B ６B（小康状態）４A ６B3A

第２波ど

４B ５B ６B ６B（小康状態）４A ６B

２ヶ月程度

２ヶ月程度の流行が2～3回程度発生する可能性あり

▲
日本で感染者発見

▲
世界で感染者発見

3A
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消防機関における新型インフルエンザ対策中間とりまとめ（３）

優先継続業務の選定優先継続業務の選定
・ 救急業務は、需要が増加すると予想されるため、最優先で継続する。
・ 消火・救助業務は、通常どおりの体制を維持する。
・ その他の業務については継続の必要性を判断の上、縮小・停止する。

・ 優先度の低い業務に従事している職員は、救急業務や消火・救助業務へシフトしたり、消
防機関内での流行に備えて自宅待機したりする。

消防機関における業務の優先度区分（例）

優先度 内容 例示

フェーズ４Ｂ～６Ｂの間、強化する業務
○ 感染防止対策を講じつつ 救急業務体制

・総務関連：消防資器材に関すること
総務関連 燃料に関することＳ ○ 感染防止対策を講じつつ、救急業務体制

を強化・確保するための業務
・総務関連：燃料に関すること
・警防関連：救急隊の運用・出場に関すること

Ａ

フェーズ４Ｂ～６Ｂの間、通常維持する業務
○ ほぼ通常どおりの消火・救助業務体制を

・総務関連：関係諸機関との連携及び渉外並び
に消防広報に関することＡ ○ ほぼ通常どおりの消火 救助業務体制を

継続するための業務
に消防広報に関すること

・警防関連：消防・救助隊の運用に関すること

フェーズ４Ｂ～６Ｂの間、縮小する業務
○ 火災予防・中長期的な消防計画に関する

・予防関連：消防対象物の査察、違反是正、防
火管理その他火災予防に係る規制及び指導に関

Ｂ
長

業務など（新型インフルエンザ発生時に需
要が減るなどの理由で縮小可能なもの）

規
すること。

・予防関連：建築物確認等の同意及び指導に関
すること

フェーズ４Ｂで縮小、フェーズ６Ｂで停止す ・予防関連：防火防災意識の高揚及び普及啓発

Ｃ
る業務
○ その他の業務（２ヶ月間程度停止しても、
その後の回復が可能なもの）

に関すること
・消防学校：消防職員の教育訓練及び教養に関
すること
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消防機関における新型インフルエンザ対策中間とりまとめ（４）

業務継続計画策定のため早急に検討・準備すべき事項業務継続計画策定のため早急に検討 準備す き事項

① 人員計画の検討

□ 新型インフルエンザ発生時に、救急業務体制を拡充しつつ消火・救助業
務体制を維持するための人員計画の立案務体制を維持するための人員計画の立案
□ 有資格者等の把握（救急隊員、救助隊員、大型免許保持者等）
□ 新型インフルエンザ発生時に想定される勤務形態に及ぼす影響の把握

（通勤手段の変更に伴う通勤時間の増加等）
□ 新型インフルエンザ発生時の勤務体制の検討
□ 状況に応じて縮小する業務、優先される業務の把握
□ 救急業務の拡充の検討
□ 新型インフルエンザ発生時における指導医の確保体制の検討□ 新型インフルエンザ発生時における指導医の確保体制の検討

② 装備・資器材等確保計画の検討

□ 新型インフルエンザ発生時に 確保が困難になると予想される装備 資□ 新型インフルエンザ発生時に、確保が困難になると予想される装備・資
器材等を確保するための計画の立案

□ 消防・救急業務全般に必要な装備・資器材等のリスト化・把握
□ 新型インフルエンザ発生時に確保が困難になると予想される装備・資器新 装備 資
材等の抽出

□ 備蓄の検討
□ 調達先・委託事業者の状況把握・調整検討

※ 大流行は２ヶ月続くと考えられており この間 般の事業者は休業※ 大流行は２ヶ月続くと考えられており、この間、一般の事業者は休業
することが想定される

□ 代替措置の検討
9



消防機関における新型インフルエンザ対策中間とりまとめ（５）

③ 感染防止計画の検討③ 感染防止計画の検討

□ 新型インフルエンザ発生時に、消防機関内における新型インフルエンザ感染を防止
するための計画の立案
□ 季節性インフルエンザの予防接種の励行

※ 新型インフルエンザの初期症状は、季節性インフルエンザと鑑別がつきにくい
可能性があるため。

□ 咳エチケット、うがい、感染防止上適切な手洗いの励行
□ 新型インフルエンザ発生時における感染防止対策の検討

□ 職員、家族の健康管理体制の検討
□ 職員同士の感染が生じる可能性がある環境の把握
□ マスク使用、距離を２ｍ程度保つ、又は間仕切りで区切る等、対策の検討

④ 増大する１１９番通報への対応計画の検討

□ 新型インフルエンザ発生時に、増大が予想される１１９番通報に対応す
るための計画の立案

⑤ 関係機関との連携

□ 地方公共団体の取組みの把握
□ 救急需要対策についての市民への周知・広報体制の検討

□ 新型インフルエンザ発生時に、関係機関と円滑な連携体制を構築するた
めの計画の立案

□ 情報提供、報告先の把握□ 情報提供、報告先の把握
□ 衛生主管部局の対策の把握
□ 地域の実情に応じた連携体制の検討

10



資料３資料３

地方公共団体における地方公共団体における
新型イン ル ンザ対策の現状と課題新型イン ル ンザ対策の現状と課題新型インフルエンザ対策の現状と課題新型インフルエンザ対策の現状と課題

２０年９月２０年９月
消防庁国民保護室消防庁国民保護室消防庁国民保護室消防庁国民保護室

1



１１ 地方公共団体に係る新型インフル対策（経緯）地方公共団体に係る新型インフル対策（経緯）

日 程 内 容日 程 内 容

１７年
１１月 １２月

新型インフルエンザ対策行動計画（１２月、関係閣僚会合で確認）

※ 地方自治体、関係機関（医療機関等）、国民の協力の下に総合的
な政策を推進１１月～１２月 な政策を推進
→ 都道府県行動計画作成へ（知事宛、厚労省健康局長通知）

１８年 ９月 第１回訓練（政府初主催：机上）

１９年 ２月 第２回訓練（政府主催：徳島県が参加） → 初めて県が参加

新型インフルエンザ対策ガイドライン（フェーズ４以降）
（新型 ザ専門家会議策定）

１９年 ３月
（新型インフルエンザ専門家会議策定）
※ 市町村感染対策ガイドラインなど１３のガイドラインを策定
→ 都道府県マニュアル作成へ

１９年１１月 第３回訓練（政府主催：千葉県が参加） → 初めて検疫所が参加

２０年 ４月
感染症法・検疫法の改正（５月施行）
→ 都道府県知事に強制入院措置権限付与都道府県知事に強制入院措置権限付与

２０年 ５月 消防機関における訓練（消防庁初主催：川崎市が参加）

2



２２ 地方公共団体の役割についての課題（現段階での整理）地方公共団体の役割についての課題（現段階での整理）

１．市町村に期待される対応を具体化する取組

▫ 例えば、行動計画では、市町村に対し、罹患し在宅で療養す
る者等の支援（在宅者の見回り、往診・訪問看護、食事の提
供等）に関する協力を期待供等）に関する協力を期待

市町村レベルでの行動計画や対応マニ アルの必要性▫ 市町村レベルでの行動計画や対応マニュアルの必要性
（現在、さいたま市、宇都宮市等少数）
（全都道府県は新型インフルエンザ対策行動計画を策定済）（ 都道府県 新 対策行動計画を策定済）

3



２．新型インフルエンザ対策の担当部署と危機管理
部署との連携確保

▫ 新型インフルエンザ対策の担当部署（衛生部局等）と危機管
理部署との連携要領が課題

危機管理部署の役割 数/４７ 危機管

知事（参考１）都道府県における危機管理部署の役割
（消防庁調べ）

危機管理部署の役割 数/４７

すべてを担当 ０

情報管理・全庁的連絡調整
（事案対応は他部署が担当）

２４

危機管理
幹部

衛生部局等

危機管理
（事案対応は他部署が担当）

情報管理のみ
（事案対応・全庁的連絡統制は他部署が担当）

５

担当せず １８

知事

部署

担当せず １８

（参考２）都道府県における危機管理幹部の役割
（消防庁調べ）

危機管理
幹部

危機管理幹部（危機管理監等）が新型インフル
エンザに関与する自治体数は２７／４７

（消防庁調 ）

衛生部局等
危機管理
部署

4



３．業務継続計画の策定

▫ 相当数の職員が出勤が困難になる一方、患者への対応が増
加

▫ 現在、地方公共団体における業務継続計画は未策定の段階

総務省消防庁において策定の推進に取り組む方針総務省消防庁において策定の推進に取り組む方針

消防機関における救急業務継続計画は本年度着手防機関 救 務 続 本 度着

5



４．地方公共団体と関係機関（消防機関、自衛隊及
び警察等）との連携要領び警察等）との連携要領

▫ 例えば、入院勧告後の発熱患者の搬送は、都道府県知事の
任務であるが 実施方法については具体的要領が確立して任務であるが、実施方法については具体的要領が確立して
いない

（参考）感染法上は、入院勧告（含む強制）は都道府県知事の任務

▫ 訓練を通じた連携要領の確立も重要

日程 主要訓練 内容

（参考）地方公共団体参加型主要訓練実績

１９年 ２月 政府主催訓練（徳島県参加） 搬送・検体採取等

１９年１１月 政府主催訓練（千葉県参加） 機内検疫、搬送、検体採取等

２０年 ５月 消防庁主催訓練（川崎市参加） 連携体制、搬送等年 月 消防庁 催訓練（川崎市参加） 連携体制、搬送等

この他、東京都（１８年２月、１１月、１９年１２月）、新潟県（２０年３月）、青森県（２０年７月）等
の地方公共団体が単独訓練を実施。 6



５．住民への知識の普及と危機管理意識の醸成

▫ 食糧やマスク、消毒薬等の各家庭での備蓄の必要性

感染防止策 外出自粛要請や発熱相談 タ 等 相談体▫ 感染防止策、外出自粛要請や発熱相談センター等の相談体
制等

▫ 現状では、HP等を通じた限定的なもの。更なる危機管理意識
の醸成が必要

６ 住民への適切な情報提供６．住民への適切な情報提供

▫ 適切な情報提供を行いつつ パニック防止のため 広報のあ適切な情報提供を行いつつ、パニック防止のため、広報のあ
り方を要考慮

▫ 個人情報の取り扱いも課題▫ 個人情報の取り扱いも課題

7



７．全国知事会要望（H20.5.22)
（１）国家的な危機管理の問題としての国のリ ダ シップと地方公（１）国家的な危機管理の問題としての国のリーダーシップと地方公
共団体との役割分担の明確化

広範な対応を想定 た各種法令 整備○より広範な対応を想定した各種法令の整備
○ワクチン接種の優先順位、個人の権利制限等に係る国民的合
意意

○医療機関患者受入れ促進、医療従事者の従事体制の構築 等

（２）地方自治体が行う対策の実効性向上のための法的根拠の明（２）地方自治体が行う対策の実効性向上のための法的根拠の明
確化と実行権限の付与

知事 災害救助法 災害対策基本法 類似 た権限付与○知事への災害救助法・災害対策基本法に類似した権限付与
○ワクチン接種、集会等自粛要請等の法的根拠の明確化
○長期間の交通遮断、自宅待機要請等の実行権限付与 等○長期間の交通遮断、自宅待機要請等の実行権限付与 等

（３）地方自治体や医療機関が行う対策費用に係る財政措置 8



資料４－１ 国民保護共同訓練の推進

年
訓
練

参
加

府

今後、市町村も含めた国民保護のための体制整備、訓練
の普及・啓発を図るため、平成21年度を目途に全都道府
県と共同訓練を実施できるよう取り組むとともに、訓練終了
後に国民保護共同訓練セミナーを開催し、地方公共団体と
の意見交換を行う。

黄 :H17共同訓練実施
緑 :H18共同訓練実施
青 練 施

※ 凡例

＜未実施県（H20年度末予定）＞

岩手県、福島県、栃木県、群馬県、

年
度 都道府県

練
回
数

加
都
道

府
県
数

17
(実動)福井県

(図上)埼玉県、富山県、鳥
取県、佐賀県

２５

の意見交換を行う。

青 :H19共同訓練実施
橙 :H20共同訓練実施(予定)

岩手県、福島県、栃木県、群馬県、
山梨県、石川県、兵庫県、香川県、
高知県、沖縄県 (10県)

18

(実動)北海道、茨城県、鳥
取県

(図上)鳥取県、福岡県、福

井県、埼玉県、大阪府、東
京都、愛媛県、佐賀県

11 10
※重複は、最新の共同訓練で表示

19

(実動)茨城県、千葉県、静
岡県、島根県、愛媛県

(図上)宮城県、長野県、岐

阜県、愛知県、京都府、和
歌山県、広島県、山口県、
熊本県 鹿児島県

15 15

熊本県、鹿児島県

17～19年度計 28 30

（重複を除いたもの） (24)

(実動)長野県、鳥取県、岡
山県、山口県（※複数回実施県（予定も含む））

20
（
予
定
）

山県、山 県

(図上)青森県、秋田県、山

形県、神奈川県、新潟県、
福井県、三重県、滋賀県、
奈良県、徳島県、愛媛県、
長崎県、大分県、宮崎県

（※赤字は 初参加）

18 18
回年度 県

2

H17、18 埼玉県、佐賀県

H18、19 茨城県

H19 20 山口県 長野県 （※赤字は、初参加）

17～20年度計 46 48

（重複を除いたもの） (37)

H19、20 山口県、長野県

3
H17,18,20 福井県

H18,19,20 愛媛県

4 H17,18(x2),20 鳥取県



資料４－２ 平成19年度国民保護共同訓練の実施状況

セミナー

国の機関 地方公共団体 参加機関 人数 開催県

山口県 山口県庁、官邸 内閣官房、消防庁
山口県、周南市
等

19.10.23 図上
国籍不明の武装グループが、爆破テロを
行ったことにより死傷者が発生し、人質立

篭もり事案が発生
10機関 122人

シナリオの概要
規模

主催機関
訓練参加機関

年月日 種別訓練実施場所

等
て篭もり事案が発生

京都府
京都府庁、京都市役
所、官邸

内閣官房他10省庁 京都府、京都市 19.10.25 図上
鉄道駅での連続爆破テロにより多数の死
傷者が発生し、その後、市街地において
大規模な爆発物が発見される。

65機関
(伝達25)

223人 ○

島根県
島根県庁、松江市役
所、官邸

内閣官房他3省庁 島根県、松江市 19.11.2 実動

原発が国籍不明のテログループによる攻
撃を受け、多数の死傷者が発生し、原発
の施設の一部が故障し、放射性物質の放
出に至る事態となった。

79機関
(伝達62)

1,180人
(住民323人)

愛媛県
愛媛県庁、松山市合
同庁舎、官邸

内閣官房、消防庁 愛媛県、松山市 19.11.10 実動

大規模集客施設において、国籍不明のテ
ログループが化学剤を散布し多数の死傷
者が発生。その後、観光地における人質
立て篭もり事案が発生。

28機関
(伝達13)

663人
(住民110人)

○

宮城県、仙台
ﾀｰﾐﾅﾙ駅の複数個所で同時爆破テロが発
生し 多数の死傷者が発生し その後 公 37機関

宮城県 宮城県庁、官邸 内閣官房、消防庁
宮城県、仙台
市、山形県、塩
竃市

19.11.13 図上
生し、多数の死傷者が発生し、その後、公
共交通機関施設において不審物が発見さ
れる。

37機関
(伝達25)

155人 ○

千葉県
千葉県庁、千葉市役
所、海浜幕張駅、千 内閣官房他9省庁 千葉県、千葉市 19.11.21 実動

鉄道駅等での連続爆破テロにより多数の
死傷者が発生し、その後、貨物船から大

104機関
(伝達55)

1,300人
(住民17人)

○葉県
葉港等、官邸 量の化学剤散布が示唆される。

(伝達55) (住民17人)
○

茨城県
茨城県庁、つくば市
役所、つくば駅等、官
邸

内閣官房、消防庁
茨城県、つくば
市

19.11.28 実動

国籍不明のテログループにより多量の化
学剤が散布され、多数の死傷者が発生
し、その後、化学剤が入った爆発物が発
見される

110機関
(伝達80)

420人

見される。

※住民、伝達訓練の数( )は、内数
※「主催機関」欄の塗りつぶしは、国主導の訓練



セミナー

国の機関 地方公共団体 参加機関 人数 開催県

規模
主催機関

訓練参加機関
年月日 種別訓練実施場所 シナリオの概要

長野県
長野県庁西庁舎、長
野県防災センター、
官邸

内閣官房、消防庁
長野県、長野
市、松本市

20.1.18 図上

列車爆破事案、ターミナル駅周辺での化
学剤散布事案が発生し、多数の死傷者が
発生。その後、同駅周辺で不審物を所持
したグループによるこもりが発生する。

12機関 150人

白浜町内の海水浴場において爆破事案

和歌山県 和歌山県庁、官邸 内閣官房、消防庁
和歌山県、田辺
市、白浜町

20.1.25 図上
が発生し、多数の死傷者が発生。その
後、白浜町内の公共施設において不審物
が発見される。

41機関
(伝達30)

125人

広島県 広島県庁 官邸 内閣官房 消防庁 広島県 呉市 20 1 28 図上

呉市内の鉄道駅で国籍不明のテロｸﾞﾙｰﾌﾟ
により大量の化学剤が散布され、多数の

傷者が発生 そ 後 ｸﾞ ﾟが市
11機関 132人広島県 広島県庁、官邸 内閣官房、消防庁 広島県、呉市 20.1.28 図上

死傷者が発生。その後、テロｸﾞﾙｰﾌﾟが市
内の公共施設に立て篭もる。

11機関 132人

鹿児島県 鹿児島県庁、官邸 内閣官房他13省庁
鹿児島県、薩摩
川内市、いちき
串木野市

20.2.5 図上

離島において国籍不明のﾃﾛｸﾞﾙｰﾌﾟの襲
撃により死傷者が発生。その後、ﾃﾛｸﾞﾙｰ
ﾌﾟは下甑島の山中に逃走、潜伏する事案
が発生する

39機関 412人 ○
串木野市

が発生する。

熊本県 熊本県庁、官邸 内閣官房、消防庁 熊本県、熊本市 20.2.6 図上

熊本市内の公園及びﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙにおいて
爆破事案及び化学剤散布事案が発生。そ
の後、熊本市内の鉄道駅において化学剤
の入った爆発物が発見される。

67機関
(伝達59)

213人

静岡県
清水港、清水総合運
動体育館、静岡県
庁、静岡市役所

内閣官房、消防庁 静岡県、静岡市 20.2.8 実動

清水港において国籍不明のﾃﾛｸﾞﾙｰﾌﾟによ
る化学剤散布事案が発生し、多数の死傷
者が発生。その後、犯人が清水港停泊中
の貨物船をシージャックし、第二のﾃﾛを予
告する。

102機関
(伝達82)

819人
(住民172人)

○

名古屋市内の大規模集客施設等におい
て同時爆破事案が発生し 多数の死傷者

愛知県 愛知県庁、官邸 内閣官房、消防庁
愛知県、名古屋
市

20.2.15 図上
て同時爆破事案が発生し、多数の死傷者
が発生。その後、犯行グループが繁華街
での化学剤を用いた大規模ﾃﾛを予告す
る。

68機関
(伝達61)

202人

岐阜県 岐阜県庁 官邸 内閣官房 消防庁 岐阜県 岐阜市 20 2 21 図上
鉄道駅など全国数箇所で爆発を伴う化学
剤散布ﾃﾛが発生し その後岐阜市内で新

60機関
146人岐阜県 岐阜県庁、官邸 内閣官房、消防庁 岐阜県、岐阜市 20.2.21 図上 剤散布ﾃﾛが発生し、その後岐阜市内で新

たな化学剤入りの爆発物が発見される。
(伝達49)

146人

参加機関、参加者延べ数合計
833機関

(伝達541)
6,262人

(住民622人)
※住民、伝達訓練の数( )は、内数
※「主催機関」欄の塗りつぶしは、国主導の訓練



成果 課題

資料４－３ 平成19年度国民保護共同訓練の成果と課題

成果

○関係機関の活動要領（役割）が相互認
識された。

課題

１）府県対策本部の基本的活動に関すること
○重要情報の優先的な報告を徹底すべきである。

○対策本部内の情報共有ツ ル（ イク ホワイト
○地方公共団体職員及び住民の国民保

護への意識の向上が図れた。

○ 各関係機関の今後の体制構築のため

○対策本部内の情報共有ツール（マイク、ホワイト
ボード、地図など）を効果的に活用すべきである。
○各対策本部間の情報の共有化が不十分である。

２）対処措置に関すること○ 各関係機関の今後の体制構築のため
の指針が抽出された。

○各種事態に対応するためのマニュアル
作成・改編のための要素が抽出された。

○法定通知の伝達要領をさらに研鑽する必要があ
る。

○避難範囲、避難の指示、避難実施要領等の検討
時における、関係機関間の調整要領が不慣れであ
る

○共同訓練初の官邸と地方公共団体とが
連動した訓練を実施できた。

○駅構内や現場に模擬工作物等を設定し、

る。

○県・市による「退避の指示」（災対法の避難）と国
による「避難措置の指示」の整合性を図る必要が
ある。

○迅速かつ実効性のある避難実施要領の作成が○駅構内や現場に模擬工作物等を設定し、
実際の現場に近い環境で実動訓練を実
施し、関係機関との協力・連携要領を検
証できた。

○住 が参加 た避難訓練 避難体

○迅速かつ実効性のある避難実施要領の作成が
必要である。

○現地政府対策本部及び合同対策協議会の設置・
運営に関する関係機関間の共通ルールの策定が
必要である。

○住民が参加した避難訓練では、避難体
験を通じて、国民保護への住民の理解
向上が図れた。

必要である。

３）実動訓練に関すること

○災害現場における、関係機関の更なる横断的な
協力体制の検討が必要である。

他４）その他

○迅速・適切な報道対応、住民への広報要領、訓
練参観要領の研鑽が必要である。



【記者発表資料】 
平成２０年６月３日 

 

国民保護に係る国と地方公共団体の共同訓練の実施について 

～平成２０年度は１８県で実施します～ 
 

１．訓練の目的 

 国民保護法に基づき、国、地方公共団体、その他関係機関及び地域住民が一体

となった共同の実動訓練及び図上訓練を実施し、関係機関の機能確認及び関係機

関相互の連携強化を図るとともに、国民の保護のための措置に対する国民の理解

の促進を図ります。 

 

２．共同訓練の実施予定 

 平成２０年度の共同訓練の実施予定は以下の通り。 

実施予定団体 実施予定時期 実施予定団体 実施予定時期

1 長野県 11月下旬 10 福井県 2月中旬

2 鳥取県 11月中旬 11 三重県 10月下旬

3 岡山県 11月中旬 12 滋賀県 11月中旬

4 山口県 11月中旬 13 奈良県 11月下旬

5 青森県 11月上旬 14 徳島県 2月上旬

6 秋田県 11月上旬 15 愛媛県 1月中旬

7 山形県 2月上旬 16 長崎県 2月上旬

8 神奈川県 2月上旬 17 大分県 11月中旬

9 新潟県 1月下旬 18 宮崎県 10月下旬

実
動
訓
練

図
上
訓
練

図
上
訓
練

 

※１）平成２０年度訓練の特徴 

これまでに実施してきた化学剤を用いたテロ等に加え、国民保護共同訓練としては、初

めて生物剤や放射性物質を用いたテロを想定した訓練も実施する。 

※２）実動訓練について 

・国の現地対策本部及び地方公共団体の対策本部等の設置及び相互の連絡調整 

・住民の避難誘導、医療の提供等の救援及び災害対処に関する措置など、国民の保護のた

めの一連の措置について、現地における実動訓練を実施する。 

※３）図上訓練について 

 国、地方公共団体の対策本部の運営及び相互の連絡調整、警報の通知、避難の指示等、

国民の保護のための措置に係る状況判断及び情報伝達要領について、図上訓練を実施する。 

※４）訓練の具体的な内容について 

シナリオの内容、参加機関、訓練企画・実施上の国と地方公共団体の役割分担等細部の

実施要領については検討中。 

資料４－４ 



（別紙）

№ 実施団体 年月日 種別

1 埼玉県、富山県、鳥取県、佐賀県 17.10.28 図上

2 福井県 17.11.27 実動

№ 実施団体 年月日 種別

1 鳥取県 18.8.9 図上

2 北海道 18.8.25 実動

3 茨城県 18.9.29 実動

4 福岡県 18.10.16 図上

5 福井県 18.10.20 図上

6 埼玉県 18.10.26 図上

7 大阪府 18.11.2 図上

8 東京都 18.11.10 図上（※一部実動も実施）

9 鳥取県 18.11.26 実動

10 愛媛県 19.2.7 図上

11 佐賀県 19.2.8 図上

№ 実施団体 年月日 種別

1 山口県 19.10.23 図上

2 京都府 19.10.25 図上

3 島根県 19.11.2 実動

4 愛媛県 19.11.10 実動

5 宮城県 19.11.13 図上

6 千葉県 19.1121 実動

7 茨城県 19.11.28 実動

8 長野県 20.1.18 図上

9 和歌山県 20.1.25 図上

10 広島県 20.1.28 図上

11 鹿児島県 20.2.5 図上

12 熊本県 20.2.6 図上

13 静岡県 20.2.8 実動

14 愛知県 20.2.15 図上

15 岐阜県 20.2.21 図上

平成１７年度（２回、５県）

平成１８年度（１１回、１０都道府県）

国民保護訓練（地方公共団体との共同訓練）実施状況

平成１９年度（１５回、１５府県）

　これまでの訓練実施状況は以下のとおり。



（参考）

◎国民保護法について

正式名称は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」。

武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の生命・身体・財産を保護するため、

国や地方公共団体等の責務、住民の避難に関する措置、避難住民等の救援に関す

る措置、武力攻撃災害への対処に関する措置及びその他の国民保護措置等に関し

必要な事項を定めている。

◎国民保護法に係る経緯

平成１５年６月 事態対処法（武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並び

に国及び国民の安全の確保に関する法律）成立、施行

平成１６年６月 国民保護法成立

平成１６年９月 国民保護法施行

平成１７年３月 国民の保護に関する基本指針閣議決定

◎国民保護法（抄）

（訓練）

第４２条 指定行政機関の長等は、それぞれその国民の保護に関する計画又は国

民の保護に関する業務計画で定めるところにより、それぞれ又は他の指定行政

機関の長等と共同して、国民の保護のための措置についての訓練を行うよう努

めなければならない。（以下、省略）

２ （省略）

３ 地方公共団体の長は、住民の避難に関する訓練を行うときは、当該地方公共

団体の住民に対し、当該訓練への参加について協力を要請することができる。

第４３条 政府は、武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するために実

施する措置の重要性について国民の理解を深めるため、国民に対する啓発に努

めなければならない。

（国及び地方公共団体の費用の負担）

第１６８条 （省略）

２ 第４２条第１項の規定により指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長が

地方公共団体の長等と共同して行う訓練に係る費用で第１６４条の規定により

地方公共団体が支弁したものについては、政令で定めるものを除き、国が負担

する。

３ （省略）
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